
要 旨

企業が生き残りをかけて成長を続けていくためには，企業環境の変化に対応し不断の自己革新を行い，

進化することを余議なくされている。今日，企業活動の国際化の進展によって多くの国々の企業はそれ

ぞれの地域や国を超えた大競争時代，もしくは大航海時代を迎えている。その中心的な役割を演じたの

が中国企業の急成長である。本稿では政府による国有企業改革の推進と民間企業の育成政策の下で展開

されてきた中国企業の環境適応戦略の実態を，中国ベンチャー企業のイノベーション・プロセスの中か

ら分析し，あわせて，現地日系企業の現状を踏まえながら，現地の日系企業の課題についても考察して

みることにする。
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Ⅰ．はじめに

企業が生き残りをかけて成長を続けていくために

は，企業環境の変化に対応し不断の自己革新を行い，

進化することを余議なくされている。今日，企業活

動の国際化の進展によって多くの国々の企業はそれ

ぞれの地域や国を超えた大競争時代，もしくは大航

海時代を迎えている。その中心的な役割を演じたの

が中国企業の急成長である。2001年，中国はWTO

に加盟した。それによって中国が世界経済の一翼を

担うことになり，それまでアメリカ，日本，欧州を

中心として競争を行ってきた世界各国の企業は，近

年急速な経済成長を続けてきた新しい巨大な国，中

国の企業を含めた大競争時代に突入した。

わが国にとっての中国の存在についてみると，貿

易総額に対する中国の比率は2000年には14.6％

と，アメリカ（25.0％）に次ぐ第２の割合を占めて

いた。ところが2009年には20％まで急増し，アメリ

カ（13.5％）を抜いて世界一の貿易相手国になった

（日本関税協会，2009年「外国貿易概況」より）。そ

の意味では中国経済もしくは中国企業はわが国に

とって最も重要な経済パートナーであり，同時に強

力なライバルとなっており，中国市場での成否が今

後の日本企業の将来を大きく左右することになる。

一方，中国のWTO加入は，中国企業にとっても

大きな試練を与えることになった。これまで中国政

府の保護の下で成長を続けてきた中国企業の多く

は，弱肉強食の原理によって支配される世界企業と

同じテーブルの上で戦わざるを得なくなるだけでな

く，環境・資源問題への取組や国際的な品質管理制

度への対応など，大競争時代に突入し，これまでと

は異なった企業経営のあり方が求められることに

なったのである。

このような中で，中国企業は，その試練を見事に

乗り切りめざましい進化を続けてきた。2007年度，

世界企業時価総額ランキングベスト10をみると，日

本企業ではトヨタが21位，三菱UFGがようやく65

位にランクインされていたのに対し，中国企業は，

中国石油，中国移動通信，中国工商銀行など，５社
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がランクインされていた（日本経済新聞，2008年，

１月13日付け，より）。また，あらゆる技術の総合

力が要求される自動車生産についてみると中国の自

動車生産台数（トラック・バス・乗用車）は，2010

年，日本（960万台），アメリカ（780万台），をはる

かにしのぐ1,830万台を記録し世界第１位になった

（日本自動車工業会ホームページより）。この間に中

国は外貨準備高を2006年に，日本を抜いて世界一に

なり，GDPもドイツを抜き世界第３位に伸ばしてい

る。

最近の事例では，2011年９月，アメリカのフォー

ブス誌による「アジア企業収益性ランキング50社」

のうち，23社が中国企業によって占められ，2005年

に13社入っていた日本企業は１社もランクインさ

れていない。（日本経済新聞，９月13日づけ，より）。

こうした中で日本企業は，欧米諸国の財政危機に

よる歴史的な円高と，世界一高いといわれる法人税

率，さらには原発事故による電力の使用制限などに

よって，日本国内での生産に見切りをつけ，基幹部

品の生産や中小企業を巻き込んだ形で，急速に中国

への生産拠点のシフトを開始し始めている。しかし

ながら，日本人の多くはかつての国有企業時代のイ

メージにとらわれたままであり，急成長を続けてき

た中国企業の実態を必ずしも正確には把握していな

いのが現状である。

このよう視点から筆者はこれまで，中国集美大学

の研究グループと共同で中国ベンチャー企業の実態

調査を繰り返してきた（児玉，2007年Ａ， ・ 玉

ほか，2007年，児玉・何，2008年，をそれぞれ参照）。

本稿では政府による国有企業改革の推進と民間企業

の育成政策の下で展開されてきた中国企業の環境適

応戦略の実態を，中国ベンチャー企業のイノベー

ション・プロセスの中から分析し，あわせて，現地

日系企業の現状を踏まえながら，現地の日系企業の

課題についても考察してみることにする。

Ⅱ．政府による国有企業改革と民間企業の育

成政策

１．国有企業改革の推進

⑴ 改革の４つの段階

中国民間企業の成長を急速に推進させた最も大き

な要因の１つは中国国有企業改革であった。中国の

国有企業の開始段階とされる1978年当時の中国国

有企業は，「鉄飯碗」（一生喰い外れがない）あるい

は「大鍋飯」（どんぶり勘定）といわれた非効率的な

ものであった。ちょうどかつての日本の米と同様に，

品質などには全く考慮せず「質より量」が重んじら

れ，企業が生産した製品はすべて国家が統一価格で

購入してくれたからである。当時の国有企業は国の

生産単位であるだけでなく人々にとっての生活すべ

てを保障する場でもあった。住宅はすべて企業から

支給され，病院や学校なども国有企業が提供してく

れた。退職後も国有企業から支給される年金によっ

て生活が保証されていた。その意味では企業は単な

る収入を得るための場ではなく地域共同体としての

役割を担っていたのである。企業には工場長ととも

に中国共産党下部組織の書記がおり，工場長よりも

強い実権を握っていた。このような企業にとっては

製品やサービスの品質は必ずしも重要な課題ではな

かったのである。

ところが，1978年に「改革開放路線」が採択され

て以後，各地に外資の導入が可能な「経済特区」が

設置されていった。

さらに，1986年から1996年には国有企業の改革

に関わる多くの施策や法律が次々と施行された。

1986年には「企業破産法」が制定（試行）され，非

効率的な企業の廃止に関わる規定も盛り込まれて

いった。

その後1998年には，第９期全人代第１回会議で総

理に就任した朱鎔基によって「国有企業の機構と企

業改革方針」が発表され，基幹産業以外のすべての

国有企業を民営化するという方針が発表された。朱

鎔基の主導によって展開された「抓大放小」（大企業

は国によってしっかりと管理し，小企業は自由化す

る）政策と「国有企業の戦略的調整」政策は，国有

企業の改革を急速に進展させようとするものであっ

た。

これらの政策によって中国国有企業の改革（不採

算国有企業の撤退，国有資産の売却，国有企業の株

式会社化など）が急速に進展することになった（川

井，2004年，139ページ）。以後，国有企業の改革と

民営化が急速に進展することになる。翌年の1999年

には「国有企業改革と発展についての重大問題の決

定」により国有企業改革が本格的に進められていっ

た。さらにWTOに加盟した翌年の2002年には「企

業会計制度」が公布・施行され，会計帳簿の整備や

公表などを義務づける施策も積極的に進められてい

く。

これらの法律には，国際基準に準じた内容が詳細

に盛り込まれただけでなく，国有企業の不祥事を防

止する対策なども講じることによって，中国企業に

対する不信感を払拭し，中国企業がグローバル化し

た企業活動に対応できるよう多くの配慮がなされて
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いたのである（金山，2003年，参照）。

⑵ 国有企業の改革方法

前述のような国有企業制度的改革を経て，中国国

有企業はかつての「鉄飯碗」，あるいは「大鍋飯」と

いわれた前近代的で非効率的な状態から，次第に現

代的な企業制度に転換するべくさまざまな試みが政

府によって積極的に展開されてきた。その結果とし

て中国国有企業数は大幅に減少するとともに国有企

業内部の改革も大きく進展し，現在も急ピッチで進

められている。中国国有資産管理委員会の報告によ

れば，1998年には約24万社あった国有企業は2003

年には15万社に減少し，同時期における利潤総額は

213.7億人民元から4951.2億人民元（22.5倍）に増

大したのである。

ここにおける改革は具体的には，次のような形で

行われた。

① 国有企業資産を企業内の従業員に売却する方

法

② 民間企業が国有企業の株式を購入し民営化す

る方法

③ 他の国有企業が国有企業の株式を買収するい

わゆるMBOによる方法

④ 国有企業の株式を外国の機関投資家に売却す

る方法

これらの方法のいずれを選択するかは企業規模や

業態など，様々な要因によって異なっており，それ

ぞれの企業の置かれた企業環境に適合した方法が採

られてきた。たとえば，後述するアモイ市の地方国

有企業では，株式投資によって大きな利益を得た国

有企業の従業員が，山林や工場など膨大な資産を持

つ勤務先の国有企業を極めて安価な価格で買収し，

それらを効果的に運営して莫大な利益を獲得した企

業や，将来性が見込まれる他の国有企業の株式を

次々と買収し成功を収めてきた企業，さらには外国

資本を導入することによって経営管理ノウハウと諸

外国の先端技術を取り入れることで成長を続けてき

た企業などもあり，企業改革はさまざまな方法に

よって進められてきた。

⑶ 中国企業の現状

中国企業は現在以下のように分類されている。

① 中央国有企業

― 純粋に中央政府に属する100％国有資産

による国営企業でエネルギー・社会イン

フラ・国防部門など，国の基幹産業に関わ

る企業である。その数は国の方針によっ

て年々減少しており，2007年12月現在で

152社にまで減少した。

② 地方国有企業

― 各省・地方の人民政府が所有する企業で

約14万社といわれている。持株会社など

多様な所有関係を形成している。

③ 外資合弁企業

― 外国資本と合弁の国有企業であり，外国

側の投資資本が少なく，中国側の理事会

（菫事会）が大きな権限を持っている。

④ 外資合作企業

― 外国資本との合資会社であり，権利や義

務は合作契約で決定できる。

⑤ 外資独資企業

― 文字通り独資の外資企業

⑥ 中国民間企業

― 個人，もしくは共同出資で設立された民

間企業

しかしながら，中央国有企業以外の実態は，国有

企業が地方の国有企業や民営企業の株式を購入し筆

頭株主になったり，民間企業が国有企業の株主にな

るなど，国有資産が分散化・多元化されている上に，

持株会社も多岐にわたっている。その意味では，国

家によって直接管理されている中央国有企業以外の

多くの地方国有企業は，筆頭株主が国家資産によっ

て占められているものの，企業に与えられている権

限は形式的には市場経済体制を採っている民営企業

とほとんど同様なものとなってきた（児玉・何，2008

年，45～47ページ）。それとともに，これらの国有企

業の多くは，かつての「鉄飯碗」，あるいは「大鍋飯」

といわれた非効率的な存在とは全く異なった企業経

営を行う革新的国有企業が次々と輩出されていっ

た。筆者らが行った現地企業の調査結果からみると

それらは次のような特徴を持っていた。

① 旺盛な企業家精神と強力なリーダーシップを

持った革新的経営者の存在

② 社会的ニーズを先取りしたマーケティングの

展開

③ 外資企業との合弁や技術提携，有望な民間企

業のM&Aを通じた品質向上と価格・コスト競

争力の確保

④ 顧客志向の生産・販売サービスの提供

⑤ 柔軟な雇用システム，能力主義・成果主義人

事制度や人材育成制度の導入

⑥ マスメディアを有効に活用したパブリック・

リレーションの展開

このような国有企業改革は，中国民間企業，とり

わけベンチャー企業の発展に大きく貢献したと考え

られる。

札幌学院大学経営論集 No.4（2012年３月)
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国有企業改革とともに，中国民間企業，とりわけ

中国ベンチャー企業の発展を促したもう一つの大き

な原動力は政府による民間企業の育成制度であっ

た。

２．民間企業の育成政策

⑴ 人材の確保

中国政府は経営近代化や先端産業の振興のために

は，かつて中国から流出していた優秀な人材を呼び

戻すことが不可欠であるとして，破格の条件を提示

し，欧米や日本から優秀な人材を呼び戻す政策を

とってきた。また各地に設立されたハイテクパーク

も多数の代表団を各国に派遣し直接留学生に向け

て，それぞれの地域の経済状況や優遇政策を説明す

るなど，流出した人材の呼び戻しを積極的に行って

きた。それと同時に彼らが起業を行うためのさまざ

まな支援も行ってきた。たとえば，青島留学人員創

業園では海外で学士以上の学位を取得した者，海外

で２年以上の研修訪問歴を持つ者，留学して外国で

永住権を取得した者を対象に，起業資金の提供，オ

フィスや研究室の提供，医療保険，所得税の減免措

置，住宅補助などの優遇措置を行ってきた。

このような人材呼び戻し政策によって中国に帰国

した人材は「海亀派」と呼ばれているが，海亀派に

よって創業された企業は2002年の時点で120社に

上っていた（汪志平，2002年，173～175ページ）。

⑵ 大学発ベンチャーの育成

わが国でも産・官・学を挙げてのベンチャー企業

の育成政策はさまざまな形で展開されてきた（室本

編，2003年，参照）。しかしながら中国におけるベン

チャー企業の育成政策は，一つの国家プロジェクト

によって強力に推進されることで，民間企業の育成

にきわめて大きな役割を果たしてきた。とりわけ大

学や政府の研究機関によるベンチャー企業の推進政

策は中国ベンチャー企業の発展にきわめて重要な役

割を果たしてきた。

すでに1992年には，国家経済貿易委員会と中国科

学院が共同で「産学連携開発工程」を実施し，企業

と大学・研究所との密接な連携が構築されてきた。

その結果，大学発のベンチャー企業が数多く創業さ

れた。2000年末の時点で5,451社，年間売上総額は

485.5億元に上っていた。また中国科学院のような

研究機関から生まれた企業を含めると6,000社以

上，年間売上は6,000億元を超え，中国株式市場時

価総額の３％を占めるといわれていた（汪，2002年，

165ページ）。

その後も，大学発ベンチャーを質量ともに向上さ

せる必要があるとの認識から，政府はそれぞれの単

体のベンチャーからそれらをハイテク産業開発ゾー

ンの中に集積化し，インキュベーターとしての役割

を持ったサイエンスパークにしていこうという方針

が出された。それを受けた形で，2001年３月には中

国科学技術省，中国教育省が専門委員会を設置，清

華大学をはじめとする第１回目の国家大学サイエン

スパークが認定された。2007年７月の時点で，国家

大学サイエンスパークは全国で62カ所が認定され

ていた。これらの大学サイエンスパークから製品化

や事業化に成功した研究成果は3,000件，国家大学

サイエンスパークで孵化されている企業は5,700

社，一人立ちしていった企業は1,400社，授与され

た特許数は2,000件，提供した就職機会は70,000

人，となっていた（張輝，2011年，より）。

このような政府の積極的な民間企業の育成政策に

よって中国の多くの大学が優れた企業を輩出させて

きた。たとえば，北京大学は，北大方正集団，北大

青島有限責任公司，北大朱名生物工程集団，北大資

源集団，北大維信生物科技有限公司，北大先行科技

産業有限公司といった企業を輩出してきたが，その

中には，業界を代表する企業となっているものも少

なくない。

たとえば，北大方正集団は，1986年に設立された

ものであるが，ソフトウエアーの開発，システムイ

ンテグレーション，ハードウエアー製造，ブロード

バンド，移動通信など，上海およびシンセン証券取

引所上場の子会社５社，国内外の独資・合資企業20

社以上を抱える一大企業集団となっている。企業職

員数は２万人，2005年のグループ売上収入も245億

元に上っており，中国電子情報企業トップ100社の

中で11番目にランクされている企業に成長したの

である（北大方正集団ホームページ：http://www.

founder.comより）。

⑶ 大学と連携したビジネスプラン・コンテストの

推進

大学と連携したビジネスプラン・コンテストも若

い起業家を育成するための試みの一つである。ビジ

ネスプラン・コンテストは，地方の人民政府が，大

学と連携して，教育改革の推進とともに，学生の起

業家精神の育成するために組織的に行われている試

みである。地域の大学や専門学校の学生，大学院の

院生がそれぞれチーム毎にビジネス・プランを報告

するコンテスト方式で競い合い，優秀チームには賞

金が贈られるほか，各省のコンテストや全国レベル

のコンテストに勝ち進み，有望なチームはベン

チャー・キャピタルからの出資を受け，起業化を実
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現することができる，というシステムである。中国

アモイ市の集美大学で2005年12月10日に行われ

たコンテストの決勝戦の内容からこれをみてみよ

う。

同大会の主催は，共産党青年団福建省委員会，福

建省教育庁，福建省科学技術協会，福建省学生連合

会である。対象学生は，集美大学の高校生，大学生，

大学院生（修士・博士）である。すでに予選を勝ち

抜いてきた４～６人のチーム４組による報告が（報

告30分，質問10分）行われ，その結果を審査員が

評価し，１～４位まで決められる。優勝チームには

賞金１万元（準優勝：2,000元，３位：1,000元，４

位：800元の賞金）のほか，福建省大会，全国大会へ

の出場資格が与えられる。当日に報告されたテーマ

は，①水産資源を利用した飼料の開発と販売，②従

来の３倍の大きさのアワビ養殖技術を利用した新企

業の設立，③のり養殖技術を利用した企業経営，④

新材料を使った車の部品（燃料の噴射装置）の開発

と販売，というものであった。それらの内容は，資

金繰りからそれぞれの事業を軌道にのせるまでのビ

ジネス・プランを，パワーポイントを使用し，利益

の実現可能性などを含めて詳細に報告されていた。

筆者も特別ゲストとして招待されていたが，当日は

土曜日の夜（19：00から22：00）にもかかわらず，広

い講堂にあふれていた数百人の学生や教員達によっ

て熱い質疑応答がなされ，終了予定時間の22時を超

え，深夜の０時を超えても学生たちでごったかえし

ていた。

⑷ ベンチャー・キャピタルの育成

中国政府は，ベンチャー・キャピタルの推進にも

積極的に関わってきた。かつての中国政府は外国の

投資家の受け入れを厳しく規制してきたが，国有企

業の民営化の方針によって，外国資本の投資規制を

緩和した。それによって，中国を最も有望な市場と

してみる多くの諸外国の投資が積極的に行われてき

た。中国VC（ベンチャーキャピタル）の2006年度

投資額は17.80億ドルで2005年よりも51.5％増加

し，すでに中国は米国に次ぐ世界第２位のベン

チャー・キャピタル投資大国になっている（マイナ

ビニュース，2007年，５月 21日：http://news.

mynavi.jp/articles/2007/05/21indexより）。

また，最近では，中小企業が株式による資金調達

を容易にするために，2009年10月，ベンチャー企業

向けの証券取引所としての「シンセン証券取引所創

業板」（通称中国版NASDAQ）を立ち上げ，28社の

上場で発足した。

Ⅲ．ベンチャー企業のイノベーション・プロ

セス

ベンチャー企業の定義はきわめて曖昧なもので厳

密な規定があるわけではない。とりわけ市場経済の

歴史が新しい中国においては，その大半がベン

チャー企業であるといっても過言ではなく，日本や

欧米諸国の概念をそのまま適用することは不可能で

ある。ここでは，ベンチャー企業を，「独自の技術・

ノウハウを持ち，ここ数年の成長率が高く，会社設

立後比較的若い企業か，社歴が古くても最近業種転

換した企業」，あるいは「単独ないし複数の経営者の

強いリーダーシップのもとに，事業商品に何らかの

革新性を持ち，資金・技術面で大企業から独立して

おり，実質的な創業後，もしくは比較的あたらしい

企業」という概念にのっとって述べることにする。

日本や欧米諸国におけるベンチャー企業の起業化

は個人や複数の人間が自らの技術やノウハウを生か

す形で自己資金，もしくはベンチャー・キャピタル

の力を借りて独自に起業化を行うという形が一般的

である。しかしながら中国におけるベンチャー企業

の設立・創業は，すでに述べたような国策によって

推進されてきたことを受けて，①大学発のベン

チャー，②従業員個々人が直接的に，あるいは株式

所有によって国営企業を買収する方法，③自己資金

による設立・創業，④地域との連携によって設立・

創業，⑤「海亀派」による設立・創業，という４つの

特徴的なベンチャー・企業に分類される。

また，それらの企業のイノベーション・プロセス

は，自己資金，もしくはベンチャー・キャピタルか

ら得た調達資金をもとでとして，①優れた人材を確

保し，②最新技術や経営管理ノウハウを海外から導

入し，③高品質商品やサービスを，④比較的低価格

で提供することによって成長を遂げてきたところに

特徴がある。国有企業の環境適応戦略と異なる点は

膨大な資金力を活かした他社の買収や，外資企業と

の連携によってではなく，ハードよりソフトを重視

した，いわゆるヒューマンウエアー，現場の知恵，

MOT（Management of Technology：技術経営）

を駆使して，顧客ニーズにきめ細かく対応したイノ

ベーションによって発展してきたのである。これら

のプロセスを，中国ベンチャー企業の象徴といわれ

る聯想集団と，筆者が中国アモイ市で現地調査を

行ってきたいくつかのベンチャー企業の事例からみ

てみよう。
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１．ベンチャーを代表する聯想集団

⑴ 創業と沿革

聯想集団（現レノボ社：以下聯想社）は1984年，

中国科学院技術研究所の研究者であった柳傳志が王

樹和とともに，勤務先であった同研究所から20万元

の資金提供を受けて立ち上げたベンチャー企業（中

国科学学院計算技術研究所新技術発展公司）である。

同社は平均年齢40歳の11人のメンバーで発足し

た。当初は個人的なコネのある友人からカラー・テ

レビを転売するだけの小さな会社であった。ところ

が17年後の2010年には１万人以上の従業員，年商

280億元，世界第３位のパソコンメーカーにまで成

長した。同社の沿革は次のようなものであった（徐，

2007年，５～６ページ）。

■ 1985年，聯想式漢字カード発売，IBM の代理

販売で７万ドルの利益獲得

■ 1987年 IBM との代理提携打ち切りAST（ア

メリカのベンチャー企業）と代理契約

■ 1988年，香港聯想設立

■ 1989年，聯想集団公司に社名変更

■ 1990年，自社ブランドのパソコン製造開始

■ 1994年，香港連想，香港証券取引所に上場

■ 1994年，パソコン事業部を設立

■ 1997年，中国パソコン市場のトップメーカー

になる。香港聯想を吸収合併

■ 1998年，聯想パソコン生産100万台達成

■ 1999年，聯想（北京）有限会社に社名変更

■ 2000年，Business Week誌で世界 ITトップ

企業100社（第８位）に選出される。

■ 2003年，Finance ASIA誌に2002年度中国

最優秀企業に選出される。英文社名をLegend

からLenovoに変更

2004年12月，IBM のパソコン部門を17億5,000

ドルをかけて買収し，世界第３位のパソコンメー

カーになり，レノボ会長の座が楊元慶に譲られた。

⑵ イノベーション・プロセス

同社のイノベーション・プロセスは，徹底した技

術経営，顧客志向に特徴づけられている。

1980年代には，中国の家電市場では日本製品が圧

倒的なシェアを持っていた。しかしながら1990年代

に入って中国製品が競争力を見せてきた。その原因

の１つが電圧であった。中国製品が中国の不安定な

電圧に耐えられる製品を設計することで日本製品よ

り故障が少なくすることができたからである（前掲，

45ページ）。

独自の先端的技術を有していなかった同社は，こ

のような教訓をもとに，外国製のパソコンに対抗す

るため「使い易さ」と「安価」の２点に絞って開発

を行った。そのために採った戦略は，中国の現状に

合った商品を作るために現有の技術をうまく活用す

るMOTの採用であった。このようなやり方は，現

場のきめ細かな技術の積み重ねによって巨人ゼロッ

クスに対抗した日本のキャノンや，カルシュウムを

大量に含む水道水に対応した洗濯機の開発で成功し

た韓国のサムソン電子が成功した方式として知られ

ているものであった。

これらを象徴するものが同社の聯想式漢字システ

ム（漢字カード）の開発であった。1980年代中頃，

中国には数十万台のパソコンが輸入されていたが，

ほとんどは IBM 製のもので英語しか認識できない

ものであった。英語と中国語の変換ソフトも開発さ

れていたがそれらは単語同士の変換にとどまってい

た。それに対し聯想式漢字システムは「聯想」キー

を押すと入力した単語だけでなくそれに関連する単

語が次々と表示され，変換されるというものであっ

た。当時の新技術発展公司には独自でパソコンを製

造する技術がなかったため，他社のパソコンにこれ

を組み込むための技術によって利益を得ることがで

きたのである（同上32ページ）。その後同社は，社

名を聯想キーにちなんで「聯想」に改名し，自社ブ

ランドのパソコンを売り出していくが，このような

考え方，同社ではこれを「製品技術」と呼んでいる，

は同社の開発したパソコンにも引き継がれていく。

同社のパソコンは１つのキーを押すだけでインター

ネットにつながり，使用者にプロバイダーと契約し

たり，通信管理委員会へ届け出をしたり，いちいち

電話をかけてプロバイダーに接続しなくてもよい形

にした。依然として官僚主義的な仕事を行っている

中国では，役所への届け出などの手続きの仕事は日

本人が想像するよりはるかに大仕事である。また，

パソコンに対する知識が全くない人々にとってはプ

ロバイダーとの契約や接続操作は不可能に近い作業

である。これを同社が代行することによって多くの

人々が手軽にパソコンを購入することが可能になっ

たのである。また，高齢者向けパソコンの開発もそ

の一つである。同社のパソコンは，キーボードを使

わなくてもディスプレイにあるイラストをマウスで

クリックするだけでインターネットに接続できるも

のとなっていた。今日ではすでに一般的になってい

るこのような機能を他社に先駆けてパソコンに装備

したのである。

また同社のパソコンには「回復」キーが付けられ，

フリーズした時にはそれを押すだけでリセットで
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き，再起動の状態に戻す機能も取り付けられた。同

時に，パソコンの周辺機器を統一してどれにでも接

続できるようにすることで，パソコンの知識がない

人々にも気軽に周辺機器を使用できる工夫を行っ

た。これらの技術はいずれも高度な技術を必要とす

るものではなく，既存の技術の新しい組み合わせに

よって可能なイノベーションであった。

⑶ マーケティング戦略

聯想社はブランド化している外国製パソコンとの

差別化を図ることによって競争優位を獲得した。そ

の戦略はパソコンの機能を必要最小限に減らすこと

によって価格を抑えるというものであった。「Ｅシ

リーズ」と名づけられた聯想社のパソコンは，当時

の外国製パソコンが３万元台であったのに対し，１

万6,000元という低価格のものであった。

同時に行われた戦略は直販から代理店販売制度へ

の転換であった。この方法はヒュウレット・パッカー

ド社が行って成功した手法に学んだものである。同

社がそれと並行して行ったのはPR（パブリック・リ

レーション）活動であった。

いくら良いものを作ってもそれを世の中の人に

知ってもらわなければ買ってはもらえない。すでに

作れば買ってもらえるというかつての国有企業の時

代は終焉していた。このことを同社では早くから認

識していた。その１つが「1995聯想パソコンエクス

プレス」と呼ばれるキャンペーンである。同社は各

種のパソコンの機能や使い方などを紹介するパネル

やパンフレットを積み込んだ大型バスを使って全国

300以上の中小都市をまわり，地元の科学技術セン

ターや少年児童活動センターなどを利用してパソコ

ンの実演をしたり，参加者の質問に答えるなどの宣

伝活動を行った。同時に各種のマスメディアにプレ

スリリースを行った。それに同調するように各種の

マスメディアはこのキャンペーンを追跡し報道した

のである。このキャンペーンが行われた1995年の後

半には聯想社は10万台のパソコンを生産し国産パ

ソコンメーカーのトップに，そして1997年には43

万5,860台のパソコンを販売し，外国メーカーを含

む中国ナンバーワンの座を獲得したのである。

そのほか，聯想社は，中国語変換ソフトを求める

消費者の指向に応えるため，コンピュータ展示会へ

の出展，研修会の主催，マスコミへの集中豪雨的な

発信，聯想式漢字システムユーザー協会の設立，機

関誌「聯想世界」の発行など，同社の製品を一般消

費者に知ってもらうための試みや，顧客との密接な

関係を維持するためのCRM（顧客関係管理）を取り

入れてきた（同上，47～53ページ）。

また，同社ではCSRの一環として，ベンチャー企

業の育成などにも積極的な役割を果たすなど，先進

諸国で展開されてきたさまざまなマーケティング活

動を取り入れたイノベーションを展開してきたので

ある。聯想社のこのようなイノベーション・プロセ

スは中国で成功した多くのベンチャー企業にも共通

したものであった。

2006年に筆者が中国集美大学研究グループとア

モイ市でヒアリング調査を行った金牌社，七匹狼社，

湧泉社，アモイヨット社，銀鷺社の事例からからこ

れを見てみよう。

２．アモイ市近郊のベンチャー企業

⑴ 企業概要

金牌社はシステムキッチン・バス用品の製造・販

売を行ってきた企業である。1999年，資本金1,000

万元で設立された企業であり，2005年度の年商は約

１億元である。会社設立以来，毎年150～180％の急

成長を続け，今後３年以内に年商10億元を達成する

見込みとのことであった。システムキッチンのメー

カーとしては，北京の「科宝」社と並んで，「南の金

牌厨 」と呼ばれ，中国を代表するブランド企業と

して近年急速に注目されてきた。アモイ市内に本社，

工場，営業所・モデルルームのほか，シンガポール

にも代理店を持っている。従業員数は400名（本社

100名，工場100名，５ヶ所の直営店・営業所・モデ

ルルーム200名）であった。

七匹狼社は，1990年，福建省石獅子市で男性用高

級ファッション衣料，アクセサリー用品の製造販売

会社として設立された。同社の製品は「七匹狼」（セッ

トウルフ）のブランドとして，中国国内だけでなく

台湾，韓国，香港にも販売されている。従業員約

3,000名，資本金8,500万元，総資本８億元，年商20

億元の中国を代表する男性アパレル企業である。工

場は石獅市にあるが，本部を経済特区のあるアモイ

市に置き，中国国内2,300店の専門店を傘下に治め

ている。2004年８月に株式上場を行って以来，年平

均40～50％の売上げ伸張率を維持している成長企

業であり，2005年には男性用ブルゾン，ジャケット

売上げで中国No.１になった企業である。

湧泉社は，製材会社や加工会社，流通や輸出会社

など，６つの企業グループからなる企業集団である。

資本金は1.4億元，総資産が7.5億元。年売上高

6,000万USドル，輸出総額５億USドルを誇る民

営企業である。従業員は2003年度の時点で約7,000

人となっていた。対1997年比での売上高は15.6倍，

従業員比率は58倍という急成長を遂げてきた木材
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加工会社である。現在は木材加工製品のほか，傘や

テント，安全用作業手袋などの生活・健康用品や香

料などの製品の製造・販売を行っている。製品の

90％が輸出を占め，アモイ市で４年間連続輸出売上

第１位の民間企業の座を獲得した。手袋などの安全

用品については全国シェアNo.１の地位を誇ってい

た。

銀鷺社は，資本金は１億6,880万元の同族会社で

ある。アモイ市郊外の同安地区にある本社・工場は

約20万㎡の高科学技術公園内にある。従業員約

2,000名のうち管理者・エンジニアが200名を占め

ている。主要製品は缶入り粥・果物，ペットボトル

入りのお茶・ジュース・炭酸飲料・ミネラルウォ

ター・牛乳飲料の製造・販売である。

主要商品の缶入り粥の「八方粥」は中国国内だけ

でなくアジア諸国を中心として世界15カ国に輸出

されている。2005年の時点で中国国内では，数千カ

所の代理店を通じて「銀鷺」のブランドとして親し

まれており，中国全土で70％のシェアを持ってい

た。

アモイヨット社の前身はアモイ強化ガラスのヨッ

ト会社で，1984年に設立された。主要製品はグラス

ファイバー製のヨット，遊覧船の製造・販売，およ

び自動車のアタッチメントの製造である。現在，中

国の帆船製造の最大の企業として知られ，中国唯一

の競技用ヨットの指定工場にもなっている。アメリ

カのStevens Custom Yachts社，Passport Yachts

社，Outbound Yachts社の独占的OEM（相手先ブ

ランドによる生産）契約を結んでいる企業である。

⑵ 創業者および創業プロセス

金牌社についてみると，元建設銀行の社員であっ

た現会長の温氏（当時27歳）と，元不動産業を営ん

でいたバン社長（当時28歳）の50％ずつの共同出資

によって設立された（現在は会長60％，社長40％に

変更）。会長の温氏は市内の集美大学財経学院で会計

学及び経営管理を学んだ後，中国建設銀行で現場の

ノウハウや人的ネットワークを取得してきたキャリ

アの持ち主である。一方のバン社長は，建築学部で

は中国有数の大学として知られている同済大学建築

学部で学んだ後，自ら不動産業を営むことで現場の

ノウハウを取得してきたキャリアの持ち主である。

同社はこのような２人のキャリアを生かす形で設立

された。

銀鷺社は，本社がある同安地区の農民であった現

社長とその兄弟が，地域の農民の土地使用権を購入

する代わりに会社の株を与えると同時に，農民を社

員として働いてもらうという中国初の試みであり，

「まちおこし」のモデルとして，政府の要人や多くの

視察団が中国全土から訪れている。

アモイヨット社の社長は元水産会社の社長（48

歳）である。同社の社長になったのは39歳である。

日本のヤマハに研修に行って技術を取得し，1990年

に国有会社から株式を他の従業員と共同で買い取

り，民営会社として出発（非上場会社）した。

湧泉社は，元食品会社のサラリーマンであった現

社長が，株式投資で儲けた資金を元手に国営会社を

買収して設立されたものである。

⑶ 人材の確保・育成

金牌社は，会社内に苦情処理部門を設けて働き易

い職場作りを行うとともに，従業員の評価部門を設

置し，優秀者には特別休暇や教育訓練，特別ボーナ

スの支給を行うことで従業員の学習能力を向上さ

せ，従業員のやる気を喚起しようという人的資源管

理施策を積極的に講じてきた。

七匹狼社では，管理職は他社の優秀なスタッフの

ヘッドハンティングによって外部から招聘した。こ

のような管理スタッフに対して同社は徹底した能力

主義を導入してきた。年俸制賃金や業績に応じた

ボーナス支給，従業員の表彰制度のほか，優秀な社

員には海外旅行がプレゼントされている。また，工

場労働者に対しては，従業員の繁栄と会社の成長を

経営理念に掲げ，民間企業では珍しい医療・労災保

険制度の完備や，慰安旅行の実施，誕生日プレゼン

ト制度などのほか，バスケット，テニコート付きの

緑化率40％の豪華な従業員宿舎を完備している。そ

のほか，社内に訓練学校を持ち，会社独自の資格制

度を制定し，昇進・昇格のための独自の従業員研修

にも努めてきた。

湧泉社は，人的資源の有効活用を同社の最重要課

題に掲げ，それらを企業の内外に広く公開し，支持

されるための努力を行ってきた。「人尽其才」，「物尽

其用」，「精誠協力」，「共求発展」という経営理念の

もとに，人的資源を有効に生かしながら物的資源を

最大限に利用し，一致協力して会社・従業員・社会

がともに発展することを経営理念に掲げている。そ

れに基づいた企業の利益分配制度も一般に公表され

実施されている。「１：３：３：３体制」と呼ばれる

ものがこれである。この制度は，利益の１割が担当

部長に配分され，３割が担当部内の保留金に，また

３割が担当部署の従業員に配分され，残りの３割が

本社に提供されるというものである。

銀鷺社は，人的資源の活用という点に関してみれ

ば，「精誠実団結」，「開拓進取」，「志創一流」，「敬業

奉献」（誠実に一致団結し，開拓進取の精神を持って，
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一流の物を創り出そうという志を持ち，仕事を敬い

献身すること）という経営理念を工場の至るところ

に掲げ，それらを徹底させると同時に，従業員の大

半が会社の株主であるというメリットを活かした全

社的経営参加方式を導入している。

アモイヨット社では先進技術の習得のため従業員

を日本のヤマハに継続的に研修に行かせることに

よって人材育成を行ってきた。

⑷ 機械・技術の調達

金牌社では，ドイツのメプラアルフィット社と提

携することで世界最先端技術の吸収を行ってきた。

七匹狼社では，多品種少量生産が可能な世界最新鋭

の自動機械を，日本，韓国，イタリアなど，世界各

国から輸入し高品質の生産センターを設立した。同

時にポロ社などの外国製品のOEM によって安定し

た利益を確保すると同時に，高度な品質管理のノウ

ハウを吸収した。

それとともに，日本人デザイナーをスタッフに迎

え入れることによってブランド力の強化も行った。

湧泉社では，国内外の10ヶ所の大学との産学協同

研究体制を維持すると同時に年間売上の６％に当た

る8,000万元の研究・開発費を投入してきた。同社

は毎年多くの博士号所持者を採用することによって

政府から特別賞を受賞している。また，工場内には

全国最大の香料中央試験所，国家認定の検査セン

ター，高品質木材種子の育成のための民間企業唯一

のクローン技術研究所を設置した。

アモイヨット社は，ヨットが自動的に昇降して下

水する埠頭を中国民間企業で唯一配備するなど，世

界の最新設備を導入した。

銀鷺社は，中国国内の劣悪な品質や環境対策の製

缶・ペットボトル基準では世界各国の企業との競争

が困難であるとこと認識していた。それにいち早く

対応したのが日本のPET製缶設備やフランス製

PETカバーリング機械，イタリー飲料生産ライン，

スウェーデン製殺菌設備，台湾製フルーツ生産ライ

ンなどの最先端自動機械の導入であった。また，缶

入り粥の製造技術に関しては独自な自動機械を自社

で開発し，製缶やボトリング，殺菌にいたるハイテ

クによる一貫生産ラインを投入し，世界最先端の品

質技術を維持することができた。研究・開発に関し

てみれば，同社は北京大学などとの外部機関と提携

した研究・開発が行われ最先端の研究・開発のため

の努力が継続的に行われていた。

⑸ 管理システムの整備

金牌社の競争優位戦略は，「研究開発体制の充実」，

「徹底した顧客サービス体制」，「優れた管理能力」，

「従業員の優れた学習能力」という４つの柱から構成

されている。

日系企業の多くが取り入れ，成功を収めてきた「５

Ｓ運動」（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ，を徹底

させることで製品の品質向上や従業員の意識を向上

させる運動）を積極的に取り入れ実践してきた。

24時間顧客への電話対応を行う体制や，購入して

もらった商品に対する無料清掃サービス，さらには

購入者への会社主催の料理教室の開催などのCRM

の導入も中国では画期的な試みであった。

七匹狼社についてみると，同社が最初に設立され

た石獅子市はかつて香港からの衣料品を中国に持ち

込み多くの財を成した業者が集積する町で，中国に

おける民営企業設立のモデルとなった町でもある。

したがって同社は安価な労働力と，衣料品の製造・

販売に関する全般的な管理ノウハウをすでに保有し

ており，それらを有効に活用してきたのである。

⑹ 競争優位の獲得・マーケティング戦略

金牌社は，外部環境の変化を先取りすることに

よって競争優位を獲得するに成功した企業である。

すなわち，輸入品に劣らない品質で，より手ごろな

価格での製品を提供することによって必ずや多くの

需要が見込まれるとの見通しのもとに設立された。

並行して行われたのは資源の選択と集中である。製

品の基本部分を形成する木工部分だけを自社で製造

し，それ以外の部分については国外を含む多くの企

業に外注し，それらを自社の工場で組み立ててきた。

七匹狼社の場合，同社のブランドである七匹狼の

図柄と名称は当地で大ヒットした「七匹狼」の映画

のタイトルとデザインを，創業時の７人の社員にち

なんでそのまま拝借したものである。

販売網の確保に対して同社が採用した戦略は，フ

ランチャイズ・チェーンによる販売店の組織化で

あった。フランチャイズ・チェーンによる専門店の

組織化は当該業種では中国で初めての試みであっ

た。2005年当時で約2,300店の専門店を有してい

た。

湧泉社の採った戦略は世界的な環境志向やアウト

ドア・健康志向に対応すると同時に，国内の建築ラッ

シュを念頭に置いた商品開発を行ってきた。同社で

は自前の山林や農地，農業試験所を有効に活用しな

がら，種子の開発から植林・製材，加工，物流，輸

出に至るまでのすべての工程を自社のグループ企業

によって行うことで日本のホームセンターをはじめ

とする世界各国に低価格・高品質商品の製造を行い，

それらを世界中に提供してきた。

アモイヨット社の採った戦略は，地域のバス製造
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企業（金龍自動車）の部品製作によって安定的の利

益を確保しながら，新需要が見込めるレジャーボー

トの製造を行ってきた。

ヨットの生産においても米国企業のOEM によっ

て米国への輸出を中心に売上げを伸ばしてきた。も

う１つの競争優位戦略は，地域資源である安価で勤

勉な従業員の有効活用というものであった。ヨット

製造に必要な木型の製作と加工，グラスファーバー

の重ね張り作業，グラスファイバーの研磨作業など

多くの作業は機械化できない従業員の熟練作業であ

り，労働災害の危険が高く，先進工業国では低コス

トでこれらの労働力を確保することが困難である。

その点，世界の石材の一大集積地であるアモイ市に

は石材加工技術と安価な熟練工が豊富に存在し，彼

らをグラスファイバーの研磨作業に有効に活用する

ことによって競争優位を獲得することができたので

ある。

⑺ CSR・環境問題への対応

金牌社は，将来的には市内に住宅設備に関連する

大学を設立し，地域の人材育成に貢献するという計

画を有している。

銀鷺社は，同社の敷地は高科学技術公園という名

称にも見られるように，山の斜面をそのまま活かし

た広大な木々や緑に囲まれた美しい公園になってい

る。自社の工場内にはゴミ処理センターを設置し，

製品やゴミのリサイクル率を60％まで高めている。

また，同社の敷地内には工場で使用した大規模な水

処理工場を自前で建設し，浄化した水を近隣の農業

用水として地域の農家に提供している。

アモイヨット社は，基金を設立し，従業員の進学

費用などを補助している。

これらのいずれの企業も，規模のメリットと安価

な人件費だけに依存した従来の管理方式から，消費

者ニーズの多様化や地球環境問題など，企業環境の

急激な変化を見極め，それらに迅速に対応した経営

管理戦略を展開し始めていたのである（児玉，2007

年Ａ，および児玉・何，2008年，をそれぞれ参照）。

Ⅳ．むすびにかえて

～現地日系企業の動向と課題～

これまで，冒頭で述べた問題意識から，中国国有

企業の環境適応戦略とベンチャー企業のイノベー

ション・プロセスについて分析を行ってきたが，中

国企業の多くは急激な組織環境の変化に巧みに適応

し，大きな進化を遂げてきた。

中国国有企業は，かつての「鉄飯椀」と呼ばれた

非効率的な国有企業体制から完全に脱却し，組織環

境の変化に伴って新たな需要が見込まれる分野に新

規参入するべく，外資企業との連携や民間企業の買

収を行うとともに，自社の競争優位を獲得するため

のイノベーションや人的資源改革を積極的に行って

きた。地球環境問題に象徴されるようなCSR活動

にも配慮しはじめている。このような国有企業の在

り方は，公立動物園など，一部の先進的組織を除き，

依然として改革が進まないわが国の公的事業組織の

在り方に何らかの示唆を与えるものとなるのではな

いだろうか（児玉，2009年，参照）。

また中国ベンチャー企業も，日本を含む先進諸国

の先端技術やマネジメントノウハウを貪欲に学び，

吸収することで急速に成長を続けてきたのである。

このような実態を踏まえながら，現地日系企業の

管理方式についてみてみると，中国企業の組織環境

の急激な変化と中国人の企業へのニーズに適応する

ことなしに，安価な農村出身者の人件費だけ見込ん

で次々と生産拠点をシフトさせていく「渡り鳥稼業」

の生産方式を採用する企業が依然として数多く見受

けられる。たとえば，アモイ市にはわが国のトップ

メーカーである日系総合電機メーカーや，電子機械

メーカーが1,000人規模の従業員を雇用し操業を続

けているが，いずれの企業もきわめて劣悪な労働環

境のもとで内陸地方の農村出身者を低賃金で雇用

し，製品を日本や中国ではなくアフリカなどの諸外

国に輸出している。

この点は中小企業でも同様である。アモイ市は世

界の石材の一大集積地であることから，日本各地か

らきた多くの中小石材会社が操業を行っている。し

かしながら，それらの日系石材メーカーの多くは，

日本からCADの自動機械を持ち込むと同時に，日

本国内では塵肺の危険が高く，日本人がやりたがら

ない石材加工の仕事を，わが国の十分の一以下の賃

金で現地人に出来高払いで行わせ，多額の利益を得

ているのが現状である。

その結果として現地の大学生にとっての日本企業

の評判はきわめて悪い状況にあった。たとえば，2005

年10月から2006年３月まで筆者が訪問教授として

現地の集美大学で研究・教育活動を行っていたが，

訪問先の現地の集美大学工商管理学院が行った就職

希望アンケートの結果でみると，就職希望の第１位

が公務員，第２位が IT関連企業，第３位が欧米企

業，第４位が韓国企業，そして第５位に日本企業，

最下位の６位が現地の中小の民間企業となってい

た。

また，2004年，中国の大学生28,716人を対象に

PWC社（Price Water Coopers）が行ったアンケー
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ト調査でも，就職希望トップ10社の中には，中国企

業が，１位にハイアール，４位に中国移動通信社，

６位に聯想社，７位に華為社，10位に中国電信社の

５社が入っており，外資企業は２位に IBM 社，３位

にＰ＆Ｇ社，５位にマイクロソフト社，８位にGE社

が入っていた。しかしながら日本企業はようやく26

位にソニー，46位に松下電機産業が入っているとい

う状況であった（清家・馬，2005年Ｂ，55～57ペー

ジ）。その原因の１つは人事管理システムの問題で

あった。日本企業は「大切なことは日本人だけで決

めてしまい，現地スタッフに権限を与えてくれな

い」，「現地従業員の出世の機会を与えてくれない」，

「かつての成功に引きづられ，プライドばかり高く，

現地の従業員を見下した態度で，信用しない」，とい

うものであった。その結果として優秀な現地従業員

は，ある程度の仕事を覚えると欧米企業に転職して

しまう，という状況を生み出している。

これらの解決のためには，基本的には地域や従業

員から信頼される企業運営とそれらを理解してもら

うための努力が必要である。同時に，現地人を見下

した考え方や姿勢を改め，①自社の経営理念やポリ

シーを明確化し，粘り強く発信していく姿勢が重要

であり，大学などに出向いてそれらを積極的に説明

することも必要である。また，②目先の短期的利潤

を求めるのではなく，長期的最適利潤を追求するこ

と，③重要なポストを日本人だけではなく現地人に

与える姿勢が必要であり，従業員の評価をきちんと

行い昇格してやること，が課題であるとされる。

実際，これまで中国で成功した企業の多くは，こ

のような姿勢を貫いてきた。たとえば，北海道の芦

別市に本社を持つ北日本精機は，上海市郊外に生産

拠点を持つ小型ベアリング製造を行っている日系企

業である。同社は，北海道の地方都市を拠点とする

中小企業であるが，輸出率比率80％，世界30ヶ国以

上に製品を輸出するグローカル企業である。超小型

ベアリングは80％の世界市場占有率を持っている。

同社は，1993年９月，上海市郊外に，資本金560万

USドルで，海精密 承有限公司を現地企業との合

弁会社を設立した。同工場は1995年には350万米ド

ル，1998年には450米ドルの増資を続け，今日では

560万米ドルの資本金を有し，従業員500人，月産

300万セットのベアリング生産を行う同社の主力工

場となっている。業績も年々増大し1998年度には

138万米ドル，1999年度には147万米ドル，2000年

には232万米ドルの利益を上げるなど順調に推移し

てきた。同年にはすでに同社への投資額７億円を上

回る15億円以上の利益を生み出していた。当時，中

国からの年度配当が１億円を記録したのは北海道の

企業では初めてのことであった。

同社の成功は，単にコスト削減のための手段とし

て中国を利用するのではなく，企業が現地に根付き，

地域や現地従業員を育てていこうという同社の姿勢

によるものであった。この点に関していえば，同社

は管理スタッフに破格の高賃金を支払うだけでな

く，すでに日本国内では形骸化しつつある手厚い福

利厚生に多くの配慮を行ってきた。また毎年20名程

度の従業員が北海道の芦別に研修に送り出され同社

の技術教育や経営管理，日本語などの研修を受けて

いた。本社での研修は日本的な経営管理方式を肌で

理解させることができるだけでなく，日本で研修を

受けたという自信と，同社に対する信頼を維持して

いくことを可能にした。実際，同工場の管理スタッ

フの大半が日本語に堪能で，北海道から視察にきた

という筆者らの訪問時にも，非常に好意的に全く支

障のない日本語で対応してくれた（児玉，2005年，

参照）。このような研修の成果として，日本で研修を

受けた従業員は同社の経営理念や経営管理を肌で習

得すると同時にそれらを現地工場の従業員たちに伝

えていく。中国工場では，５Ｓ運動など，日本的な

管理手法が取り入れられているが，日本人スタッフ

が全くおらず，すべてを現地スタッフに任せること

で，日本人スタッフがいなくても支障なく管理運営

がなされている。同社の上海工場の成功は，世界一

の品質の製品を製造するという同社の経営理念が従

業員たちに共有され，自社のブランドに対する誇り

と，これまでの同社の小林社長に対する信頼から生

まれたものであることが容易に推察できる。

今日では中国人の生活スタイルが欧米化するとと

もに多くの欧米企業の進出がなされており，日本企

業は，契約金，紹介ボーナス，ストックオプション，

キャリアパス・プランニング，フレックス勤務，社

内フリージェント制度，サバティカル，介護有給制

度，MBAの社内受講，海外留学，インターンシップ

など，それらに対応するためのさまざまな試みも必

要とされている。

また，広域地域の場合には，住宅購入支援，通勤

バス，自家用車通勤への補助，子供たちの教育施設

の整備，社内教育，研修など，企業が置かれた環境

に応じたきめ細かな福利厚生の充実も重要とされる

ようになっている（薫，2005年，31ページ）。多く

の中国企業が配慮を行いつつある環境問題や地域貢

献活動などのCSRへの対策も重要な課題の１つで

ある（中国環境問題研究会編 2005年，および北川，

2005年，をそれぞれ参照）。
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すでに一部の日本企業はCSRへの配慮を行って

きた。たとえば，上海日本商工クラブは上海地区の

2,500社以上の会員企業からの資金や JETR0など

の支援によって，上海地区や安徽省の貧困家庭への

学費支援や小学校建設など，貧困地区の教育環境改

善事業を展開し，一定の評価がなされている（上海

商工クラブ，ホームページを参照）。とはいえ，すで

に述べたように，現地日系企業の評価は必ずしも多

くの中国人には芳しくはないのが現状である。

冒頭でも述べたように，日本企業は，欧米諸国の

財政危機による歴史的な円高と世界一高いといわれ

る法人税率，さらには原発事故による電力の使用制

限などを契機として，日本国内での生産に見切りを

つけ，これまで技術流失の防止のために躊躇してき

た基幹部品の生産や中小企業も含めて，多くの企業

が堰を切ったような形で工場を中国に移転し始めて

いる。しかしながら，単に低コストのメリットだけ

を求めての中国進出には多くの問題が生じてくる。

この数年間における現地の急激な経営環境の変化

と，中国人従業員のニーズを踏まえた環境適応戦略

を採っていかなければ，日本企業は中国市場におけ

る生き残り競争において，欧米諸国のみならず中国

の現地企業や他のアジア諸国にも大きく水をあけら

れてしまうことになろう。

付記

本稿は2007年，高松大学で開催された日本経営教育

学会（現日本マネジメント学会）第56回全国研究大

会で報告した内容「中国ベンチャー企業の経営戦略」

をベースとしながらも，その後ヒアリングを行った

企業調査結果など踏まえて大幅に加筆したものであ

る。
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